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研究成果の概要（和文）：日本の銀行に関する裁量的な会計行動について、2000 年～2008 年ま
でのデータによると、銀行は自己資本比率を維持するために、貸倒引当金、有価証券売却益、
繰延税資産、劣後債、貸出額などを調整項目として利用していたことが明らかになった。特に、
2004 年以降、調整前利益が赤字であった銀行は劣後債の発行と貸出額の減少によって自己資本
比率を増加させていたことを明らかにした。また、2000 年～2010 までのデータによると、地
方銀行は、一般貸倒引当金を業務純益調整項目として利用しており、さらに一般貸倒引当金と
個別貸倒引当金ともに自己資本比率調整項目として利用していたことが明らかとなった。 

 
研究成果の概要（英文）：We tried to empirically test the Japanese banks’ discretionary 
accounting behavior by using the banks financial data from 2000 to 2008. The banks made 
the capital adequacy ratio adjust the amounts of loan loss provision, securities purchased 
profit, sub-ordinary debt, deferred tax credits and lending. Especially, after 2004, 
banks with red profit used a large amount of sub-ordinary debt and of decreasing 
lending.Using the data from 2000 to 2010, we also show regional banks adjusted the general 
loan loss provision in order to equalize the net operation profit. And capital adequacy 
ratio would be operated by using both the general and specific loan loss provision. 
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１．研究開始当初の背景 
バブル経済が崩壊して以降、日本の銀行は

不良債権処理に苦しみ始めた。その背景には、
BIS 規制の導入があり、自己資本比率を維持
するために、日本の銀行は、各種の裁量的な
会計行動を採用する必要に迫られた。BIS 規
制が銀行の経営(貸出等)に与える影響につ

いては実証的な研究がすすめられたが、裁量
的な会計行動実証的に分析する研究は少な
かった 
 

２．研究の目的 
本研究では、１．「研究開始当初の背景」で
述べた下線部について、以下の点を目的とし
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て研究を行う。 
(1) 銀行が自己資本比率を維持するために、

繰り延べ税資産の採用など会計制度の
変更によって裁量的な会計行動が行わ
れたかを実証的に明らかにする。 

(2) 地方銀行が貸倒引当金を利用して裁量
的な利益調整を行っていたかについて、
利益平準化仮説と自己資本調整仮説に
ついて検証する。 

 
３．研究の方法 
銀行の財務データを収集し、データベース化
し、それを用いて計量的に実証分析する。 
研究目的の(１)（２）について以下に説明す
る。 
(１) 2000 年～2008 年の全国銀行の財務デ

ータから、有価証券売却益、貸倒引当
額、繰り延べ税資産額、劣後債金額な
ど裁量的な会計調整に利用される項
目を抽出し、これらと BIS 規制に基づ
く自己資本比率の変化との関係を計
量的に検証する。 

 
(２) 2000 年度－2010 年度に地方銀行協会

および第二地方銀行協会に加盟して
いる銀行を対象として、貸倒引当額と
経常利益、業務純益のそれぞれに関す
る計量分析と、個別貸倒引当金と経常
利益に関する計量分析を行った。 

 
４．研究成果 
(1) 調整前利益率が高い銀行は自己資本比

率が上昇し、株式など有価証券売却益と
貸倒引当金が自己資本比率を調整する
ために項目として利用されていること
が分かった。また、劣後債は、特に 2004
年以降、調整前利益が赤字の銀行が自己
資本を増加させるために発行している
ことも判明した。繰延税資産も、調整前
利益が赤字の時に裁量的に利用されて
いた(2000 年～2002 年まで)。また、2004
年以降に調整和え利益が赤字の銀行は
貸し出しを減少させて自己資本比率を
維持していたようで貸し渋りが発生し
ていた可能性があるという結果が得ら
れた。 

 
（2）第一に、貸倒引当金繰入額と経常利益

との関係に注目した分析では、経常利益
平準化仮説を支持する結果を得られな
かった。第二に、一般貸倒引当金繰入額
と業務純益との関係に注目した分析で
は、業務純益を平準化するために、銀行
経営者が一般貸倒引当金繰入額の金額
を調整しているとの証拠を得た。第三に、
個別貸倒引当金繰入額と経常利益との
関係に注目した分析では、予想に反し、

経常利益 (個別貸倒引当金繰入前) が
多いほど、個別貸倒引当金繰入額が減少
していた。また、自己資本比率の低い銀
行は、貸倒引当金や個別貸倒引当金を利
用して自己資本比率を増加させていた。 

 
以上の研究成果は、銀行が 2000 年以降 
様々な会計的調整を行っていたことを 
示唆しており、銀行の利益調整や自己資 
本比率規制の在り方を考えるうえで重 
要な貢献となっている。 
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